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はじめに――本稿の目的

本稿では，2013年以降の中長期にわたる温暖化対策推進を念頭に，低炭素社会作りに向けた規範形成と，これを多元的に行う分権型の政策過程が求められるとの理解に立ち，地方自治体を主体とした排出削減制度の創設を提唱するものである。

問題の所在と本稿の研究視座

2009年６月，政府は，中期削減目標の決定にあたり，国民負担の試算を示した。2005年比15％（1990年比８％）削減の達成には，世帯あたりの負担が年間７万6,000円増えるという。削減目標数値の大小やその達成の可否だけでなく，生活への負荷が政策論議の俎上にのぼることは，一般国民の問題関心を広く喚起するという点で評価に値するが，削減策推進に伴う国民負担の増大は，国民の生活防衛意識をも喚起することで，今後必要とされる施策展開を阻害する可能性もある。

しかし，国内削減を喚起して低炭素社会へ移行するために，必要とされる施策展開やその政策パフォーマンスが阻害される悪循環を放置するだけの余裕は，わが国にはない。従って，負担に見合う削減パフォーマンスを確保し，低炭素社会への移行を加速化させるために，政策としていかなる制度を考案するかが重要となる。その意味では，より効果的な削減行為の集積が，省エネルギーや再生可能エネルギーに関連する新規産業の創発を可能にし，化石燃料に依存した旧来型産業から，よりグリーンな次世代型産業への構造的転換が求められるが、それは，ＣＯ２排出に伴う社会的コストを「内部化」する作用のみならず，外部不経済を「外部経済化」するための投資たる作用ともいえよう。

では，実際の行動を促す制度とはどのようなものかが，ここで問われるべき論点となる。この点は，既に1992年に国連が提唱したアジェンダ21（Agenda 21: Chapter 28）は，大量生産・大量消費・大量廃棄型ライフ・スタイルの転換と分権型のガバナンスが相互に親和的であると謳う。すなわち，温暖化問題の解決には，行為主体のライフ・スタイルや価値観の転換が必要であり，これを成すには，個々の家庭・事業者により近い存在である地方政府の果たす役割が重要になるとする。

地方自治体を主体とした削減策の基本構想および制度設計試案

こうしたことから，本稿では，地方レベルにおいて，削減パフォーマンスの向上と自律的で競争的な政策運用を両立させ，低炭素社会の創発に向けた規範形成に対する確固たるコミットメントを地域内アクターから引き出すための，インセンティブ・ストラクチャーを制度化することを提案するものである。

・自治体による資金還元ルールの決定

まず，自ら対策に取り組み排出削減に寄与した自治体は，そのパフォーマンスに応じた対策資金の配分を国から受ける。配分を受けた自治体は，地域にとってどのような低炭素社会への移行が可能か，その実現に向け各行為主体がどのような選択をすべきかを論議し，そこで形成される規範に照らし，対策資金の使途のあり方を決定する（「還元ルール作り」）。つまり，望ましい行為選択に対して対策資金を還元し，国民負担の軽減をはかることで，ポジティブ・インセンティブを当該の削減行為主体に付与することを求めるものである。当該対策資金還元をいかにして具体化するのかは，基本的に各自治体の自律的な政策判断に委ねることとする。還元策の一例としては，割高の省エネ住宅に住まう住民の地方税の減免や公共交通網の整備事業への配分，あるいは再生可能エネルギーの普及関連事業対策等が考えられる。

また，本制度試案では，例えば，地方制度調査会が示した道州制案を参考に，資金配分の一義的単位を「道州区画」とし，その指標を削減「量」（例：ｔ－ＣＯ２）とする（道州区画への配分の利点については後述。なお，本制度試案は，道州「制」の導入を前提にしたものでない点に留意されたい。）。さらに、より多くの排出量を削減した道州区画に，より多くの対策資金が国から配分される仕組みを導入する。道州区画を構成する各自治体は，各々の削減成果をとりまとめ，規範形成・還元ルール作りに集合体（例：区画内の都道府県＋市町村）として参画する。ここでは，その過程で試行錯誤が行われることで，削減量最大化に寄与しない規範・還元ルールが是正されることが期待される。

なお，国は，「量」で一元化された評価尺度を用いて，道州区画ごとの削減パフォーマンスを精査・公表する一方，地方への資金配分額を決める役にのみ徹し，一連の自治体の規範形成・還元ルール作りには一切介入しない原則を採用する。

上記規範形成において重要なことは，削減量最大化に寄与する施策や行為選択とは何か，そして，それらがどのような低炭素社会の創発にいかなる貢献を成すのかは，試行錯誤の末に漸次明らかになる，との理解である。また，還元策とその優先順位に関するルール作りが複数の区画・自治体において行なわれ，各地域間に試行錯誤・相互学習の機会が制度化されることの意義も大きいであろう。

さらに，本制度試案では，還元策による報酬というポジティブ・インセンティブを付与することで，自治体内の各界各層の規範形成に向けたコミットメントを引き出そうとすることも期待される（企業、家庭やＮＰＯ等の当該施策への参画等。）。

・本制度の実効性を担保するための仕組み

本制度の実効性を担保するために国からの資金配分方式として重要となるのは，フェイル・セイフ（fail safe）による配分と，削減量に応じた配分の併設によるインセンティブ・ストラクチャーの制度化である。

フェイル・セイフとは，道州として括った区画において，削減量の確保が困難と考えられた場合に，当該の自治体における対策推進が，そもそも放棄されることを防ぐための措置である。つまり，対策を講じても失敗に終わるリスクを恐れ，対策資金の獲得に向けたインセンティブが作用しなくなる可能性に対処する。また，自治体においては，政策展開にかかる当該財源の確証がない状態では，たとえ導入すべき対策が具体化されていても，その実施に着手し得ない実務上の制約がある。本制度試案では，これらの点を勘案し，対策資金全体額のうち一定割合を削減パフォーマンスとは無関係に配分することを許容する（「フェイル・セイフ分」の資金配分）。こうした配分で，一定の政策を決定・実施するための財源的保障が制度化され，各種施策の試行錯誤が可能になる。

次に，一定額以上の対策資金は削減パフォーマンスに応じて配分するが，より多くの削減「量」を確保し得た道州区画には，より多くの対策資金を傾斜配分する仕組みを導入する。例えば，新たに追加的な１トンの削減を実現した同区画には，より大きな対策資金の獲得を許容する（「削減量比例分」の資金配分）。

以上により，対策資金総額を一定とすれば，道州区画間（および削減行為主体間）に，より多くの資金配分を受けようとする競合関係が成り立つ。また，中長期の対策推進を念頭に，制度運用開始の初期はフェイル・セイフ分の配分割合をより多く確保しておき，先に見た試行錯誤・相互学習を繰り返す中で，削減パフォーマンスを向上させる還元ルールが漸次具体化した段階で，徐々に削減量比例分の配分を増加させる。こうすることで，区画内各自治体のリスク・アバースネス（risk averseness）の解消と，必要な対策推進が放棄される事態の回避をはかるとともに，当該アクターに競争的に作用するインセンティブ・ストラクチャーの制度化が可能となる。

上記に加え，本制度試案では，国レベルで「地球温暖化対策税」を導入する（あるいは，既存の自動車関連諸税やエネルギー税制を同税として再編する）際に，それを地方税と位置付ける（「地方環境税」）。同時に，各道州区画に対する配分事務などを考慮し，全地方環境税収を一旦国に拠出する方式を採用する
。無論，こうした手続は複雑であり，税の賦課徴収における諸問題
があるものの，地方税として自治体の自主財源化をはかり，当該税収を一旦国に拠出する仕組みには，①課税客体と課税主体との距離が国税のそれよりも近く，分権化理念と合致する，②一旦全国の税を集めることでフェイル・セイフ分の配分手続が容易になる，そして，③削減量比例分においても中立的な国（あるいは中立的第三者機関、以下「国等」）が配分の役割を担う，といった利点がある。

なお，既に見たように，本制度試案では，配分を受けた道州区画での自律的施策運用の観点から，対策資金の使途に一切の制約を設けない原則を採用する
。また，中長期にわたり持続可能な削減パフォーマンスを確保するため，各道州区画は対策資金の受け皿となる「基金」を設置し，複数年度にまたがる施策展開を可能にする。

上記制度の下，各道州区画は，まずは自ら国に拠出した税収額を下回る額のフェイル・セイフ分の配分を受ける。その後，独自の対策推進によりさらに削減量を上乗せした場合には，その分に応じて削減量比例分の配分を受ける。ただし，本制度試案では，フェイル・セイフ分配分後，残余分から傾斜配分方式で削減量比例分が配分されるため，絶対削減量の多寡によっては，フェイル・セイフ分＋削減量比例分を配分されたとしても，一旦拠出した税額を下回る可能性がある。

削減量を指標とした絶対評価に基づく上記配分方式は，道州区画内の自治体関係者のみならず，課税客体からの強い利害関心を喚起することとなり，域内の各種アクターが，拠出額以上の配分を可能にする実効性のある規範形成・還元ルール作りにコミットするためのインセンティブが付与される。すなわち，Ａ州内自治体関係者は，還元ルールの（非）実効性について説明責任を負い，より多くの削減量を達成したＢ州内自治体の還元ルールの学習・模倣を迫られる。従って，ここでの資金配分をめぐる制度のあり方が，相互学習の実質をより強く担保することになり，低炭素社会の創発に向けた規範形成・還元ルールの実効性が確保されることになる。

さらに，本制度試案では，国全体の削減目標の実現に向け，道州区画に対して排出上限量（排出枠）の割当を行い，その達成を義務化するキャップ・アンド・トレード（Ｃ＆Ｔ）を採用する。排出上限を超えた削減量を達成した道州区画は，非遵守の道州区画に対して余剰枠の売却を行うことを認める。余剰枠の購入を迫られる道州区画は，区画構成自治体における地方環境税以外の一般財源を購入資金に充て，一方の余剰枠を捻出し得た道州区画は，傾斜配分による削減量比例分に加えて，余剰枠の売却益を追加的に獲得する。これにより，排出上限量の遵守およびそれを上回る削減パフォーマンスの達成に向けたインセンティブ・ストラクチャーが制度化される。

以上のような，「道州」区画に対する排出枠割当は，これを「都道府県」単位で行おうとしても，地域内排出主体構成にばらつきが大きくなり過ぎる点への対応策でもある。すなわち本制度試案にとっては，「都道府県」よりも「道州」を念頭にした広域圏を区画単位とする方が，枠配分の公平性・公正性の確保が相対的に可能になる点が重要になる。

一方，道州区画を単位とすると計10程度が配分対象となり，排出枠の取引参加者が過小となることが，区画間の競争喚起を阻害する可能性が憂慮され得る。また，規範形成・還元ルール作りに集合体として取り組む同区画は，事実上の行政主体として公的性格を持つことから，真に競争的な（通常の意味での）市場メカニズムに依拠した枠取引に馴染みにくい可能性もあろう。それ故，本制度試案は，枠取引の流動性が確保され得ず市場メカニズムが十全に機能しない事態を想定し，それを相互補完する措置として，税財政上の競争的インセンティブ・ストラクチャーを制度化し，削減量最大化に向けた各アクターの行為選択を喚起するものである。

さらに，本制度試案の具体化にあたっては，各道州区画に対する削減インセンティブをより効果的に作用させるための措置として，国等が，各道州区画からの排出・削減量，削減目標達成の成否および還元ルールの具体例などの申告を受け，これを精査・検証の上，先に見た当該枠取引における市場メカニズムが機能不全に陥る可能性に対処するため，道州区画間を仲介し相対による枠取引を成立させる手続を検討する。なお，各道州区画は単に競合的な関係に立つのみではないが故に，削減パフォーマンスや還元ルールの是非が相互学習に付されるが，国等が上記観点から本制度にコミットすることは，そこでの区画間相互作用にさらなる実効性と確証性をもたらすことになろう。そして，このことは，各道州区画が直面するインセンティブ・ストラクチャーの機能を強化することにもなる。

本制度試案の下，排出主体そのものではない道州区画への枠割当にあたっては，当該地域における過去の排出実績を勘案し，無償割当（グランドファザリング）方式を採用することに合理性があろう。なぜならば，枠の割当が行われる前に排出主体が排出量を増加させることを懸念する必要性がないからである。また，自治体という政府主体に対する枠割当という考え方は，やはり排出主体そのものではない締約国政府に対して削減義務を課す京都議定書のそれに倣うものである。一方，「共通だが差異ある責任（common but differentiated responsibility）」の観点から，各道州区画の経済規模の多寡に応じて枠の大小を差配することに，政策的な合理性は見いだし難い。排出枠割当の対象となる区画単位の広域化により，量的均衡と主体構成の平準化が得られるのであれば，ここでの争点が回避される可能性はより高まろう。
以上に加え，本制度試案は，京都議定書の第一約束期間を念頭に，排出枠の遵守達成期間を５年に設定する案を提唱する。遵守期間中，各道州区画においては，国等により精査・公表される各年度の自地域内削減量パフォーマンスを指標にしつつ，排出枠取引の交渉・取引を行うとともに，５年経過後の遵守達成年度に枠の過不足について決済を行うこととする。

また，全ての道州区画が削減目標を達成できなかった場合は，排出枠の供出がないために，同区画間の取引は成立しないことになる。枠配分のあり方、――すなわち，削減義務の厳格さ――に依存する側面もあるが，本制度の運用上，こうした事態も想定する必要があろう。この場合，非遵守の道州区画においては，京都議定書上の京都メカニズム（例：ＪＩ/ＣＤＭ)に規定されるクレジット（例：ＥＲＵ/ＣＥＲ）の購入を認める措置をとる。購入には，区画構成自治体の一般財源を充てることにすれば，地域資金の海外流出を防ぐために，域内削減策の実効性をさらに高めようとするインセンティブが付与されることになる
。一方，全ての道州区画が削減目標を達成した場合は，バンキングなどの措置を検討する余地があろう。

なお，ここで留意されるべきは，Ｃ＆Ｔの採用により，各道州区画の政策選択により広範な裁量と戦略性がもたらされる点である。つまり，ある州区画においては，一定の量を超えて，さらなる削減パフォーマンスの向上に努力するよりは，余剰枠の購入に財源を充て（例：10億円排出枠を購入），従来型製造業などの誘致により，余剰枠購入分を上回る域内経済発展（例：20億円の増収および雇用増効果など）を目指すことが可能となる。このような決定を下し得る制度は，自地域の特性に鑑みた適切な排出削減努力と経済的な発展との両立――つまりは，「持続可能な発展」――のあり方をめぐる真の政策論議へのコミットメントを，区画構成自治体および域内各界各層に迫ることになろう。この点は，地方主権を最大限尊重し，低炭素社会像の具現化を地域固有の政策課題と位置付ける本基本構想に合致するものである。
・本制度設計の意義と含意

以上で概観した制度設計の眼目は，わが国の「地方」が，自らの決定において低炭素社会作りを行う，その実践を可能にする点にある。規範形成・還元ルール作りが各地域において多元的に展開する民主主義的意義と，削減「量」最大化の観点からより実効性のある施策展開を探求する政策的意義とを，地方レベルにおいて相互補完させんとする本制度試案は，斬新であると思われる。
さらに，域内の規範形成・還元ルールの実効性に，グリーン・エコノミーの創発という共通の利害が生じることとなり，域内の各アクターは，いわばポジティブ・サム・ゲームの制度化に向けた集合的決定に協調的にコミットするインセンティブ・ストラクチャーに直面する
。これにより，今日の国レベルにおける環境税や排出量取引制度といった施策展開が，経済の国際競争力や国内雇用の喪失を招くとして，反対派産業界と賛成派環境ＮＰＯが対立を深化させるかのごとき現状を緩和・改善する契機がもたらされ，各地域における低炭素社会像が，域内の産官学・官民による真に実のある連携・協働の下で具現化されるということが期待される。
なお，既に明らかなように，本制度の実効性の善し悪し――つまり，道州区画内の各アクターが直面するインセンティブの如何――は，国が道州区画に配分する対策資金の財源規模にも依存する。この点に関して，筆者らは，１～２兆円程度の財源が確保されれば，本制度試案が想定するインセンティブ・ストラクチャーが十分な機能を持ち得ると見る
。既に，国が配分する対策資金の財源として，環境省が提唱する「地球温暖化対策税」案や既存の自動車関連諸税・エネルギー税制の再編を念頭に置いた基本構想を示したが，前者は約２兆円，後者は３兆円（国税分）を上回る財政規模を持つ（表１参照）。従って，地方環境税の税収規模を１～２兆円程度とする本案は，行財政的観点からも実現可能なものといえよう。

さらに，ここで確認すべきは，以上のような，地方に主眼を置く本制度試案に，国を主体としたいかなる削減策の推進をも阻害・排除する企図のない点である。現在，国レベルでは，実際の排出主体（例：民間事業者など）を義務対象としたＣ＆Ｔ型排出量取引制度の導入が検討されているが，筆者らは，本制度試案がこのような施策とも両立可能なものと考える。

例えば，対象事業者間で排出枠取引が行われた際，その成果をどの道州区画内の排出削減量として計上するのかを，道州区画間排出枠取引の決済に関連付け，国・地方間でルール化する。あるいは，国の排出量取引制度において達成する削減量をわが国の削減目標量から控除した上で，本制度試案の下，各道州区画に対する排出枠の配分を決定する。もしくは，欧州連合・域内排出量取引制度（ＥＵ－ＥＴＳ）を参考に，各道州区画に割り当てられた排出枠のうち一定割合を，さらに区画内対象事業者（例：大規模排出事業所）に割り当てる制度を採用することも検討されよう。
もちろん，これら施策の制度化には，事務手続や技術上の困難が伴うことが予見されるが，こういった，国と地方との合意形成・利害調整を要する一連の制度設計に着手することこそが，より果敢な削減策推進の喫緊性を全国レベル（国・地方および官・民）で真に認識する格好の契機になると，筆者らは考える。

表１：既存エネルギー税制の税収額
[image: image1.emf]
出典：経済産業省「『地球温暖化対策税』に関する検討(参考資料)」2009年11月, http://www.cao.go.jp/zei-cho/gijiroku/pdf/21zen10kai7.pdf, ２頁に掲載の表より

今後の研究の方向性――おわりに代えて

本制度試案の実現をはかるには，さらなる調査検討の上，克服すべき数多くの課題が存在する。以下本章では，その主たる論点を今後の研究課題として指摘しておきたい。

まず，道州区画を構成する各自治体内のＣＯ２排出状況を量的に正確に把握することが，本制度の運用にとって必要条件となる。また，域内のどのアクターがどの程度の排出削減に貢献しているのかを理解した上で，地域特性に鑑みた低炭素社会像を具現化するとの観点から，資金還元に値する削減策の選定を行うには，いかなるデータがどのように開示・説明されるべきかが検討されなければならないと考える。

本制度試案は，基本的に，各道州区画における自律的運用とそこでの試行錯誤・相互学習を許容するものであるが，今後，本研究が取り組むべき検討作業においては，先に見た，産業育成上勘案すべきスケール・メリットと，区画構成自治体での還元ルール作りに見る民主性確保のあり方，および，当該制度の運用にかかる事務手続や行政コスト，との兼ね合いを把握することが肝要となろう。







































� こうした税制上の手続きについては，例えば，地方消費税や地方法人特別税の考え方を参照。


� 例えば，「地方税」として創設することが，わが国で指摘される租税原則（公平・中立・簡素）のうち「簡素」の原則に，そして，徴税のための費用が新たに発生する点が，Smithの課税4原則（平等性・明確性・便宜性・徴税費最小）のうち「徴税費最小」の原則に，それぞれ抵触する可能性も生じよう。しかし，これらは，地方税の創設および当該税収の使途を通じて向上し得る，政策パフォーマンスの改善可能性との関連において，相対視されるべき問題ともいえよう。


� ただし，制度運用の初期段階においては，配分された対策資金を，道州区画内の都道府県を単位として再度削減「量」を指標に配分した上で，各都道府県を構成する自治体（例：県＋同県下の市町村）が集合体として還元ルールの決定・実施を行うことが実務上現実的であろう。


� なお，本措置の採用は，区画内各自治体の合意の下で行う，地方環境税の（上乗せ）増税を妨げるものではない。また，増税による経済的負担を上回る社会的効用の浸透が，区画内住民に広く実感（例：区画内のガソリン価格・電力料金は他に比べ高いが，それ故にCO2削減量が増加し，対策資金がより多く配分されることで，次世代型産業への転換が加速化し，関連の新規雇用が拡大するなどの結果，自らと自らが住まう地域とがその恩恵に浴すことが，将来にわたり可能だとの実感）されれば，ここでの増税が実際の選択肢としてアジェンダにのぼることも，中長期的にはあり得るのではなかろうか。


� ここでの協調的インセンティブ・ストラクチャーは，税財政上の競争的インセンティブ・ストラクチャーに直面する首長・行政担当者および議員といった公的アクターが，削減量最大化の観点から規範形成にコミットすることにより，その機能をより確実なものとする。なぜならば，そこでは，いわば規範管理（norm management）を担う公的アクターの決定が，ゲーム論にいうフォーカル・ポイントにも近似した作用を提供することで，私的アクター間の協調戦略の実現を促すことに加え，課税客体である私的アクターは，レント・シーキングの観点から具体的利害関心を見いだし，当該規範形成に対してより確実にコミットすることが期待し得るからである。従って，ここからは，国レベルとの比較において，公的・私的アクター間の距離がより近く，両者間の情報の非対称性や取引費用がより低い地方レベルにおいて，規範形成のための集合的意思決定過程を制度化することが，より望ましいとの理解が理論上導出されよう。


� 財源規模の下限を１兆円とするのは，かつて環境省がいわゆる「環境税」構想（税収規模，約3,700億円を想定）を論議していた2006年の時点で，すでに同額規模の予算が地球温暖化対策関連（京都議定書目標達成計画関連予算）に使われていたことに依る（青木・鈴木 2007）。現政府もまた，2010年度同予算案において約1.1兆円を計上している（環境省「平成22年度京都議定書目標達成計画関係予算案について（お知らせ）」平成22年1月29日，� HYPERLINK "http://www.env.go.jp/press/press.php?serial=12040" ��http://www.env.go.jp/press/press.php?serial=12040�（2010年５月６日参照））。
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